
2 平成 23年度における指定医療機関に対する指導及び検査について

指定医療機関に対す る個別指導及び検査に当たつては、知事決定や管内実施 機関

に対す る指導監査等を通 じて把握 した医療扶助運営上の問題点、指定医療機関 ごと

の医療給付等の傾 向等 を踏まえ、「都道府県・指定都市 。中核市が行 う指定医 療機

関に対する個別指導の主眼事項及び着眼点」に基づき実施すること。

近年、指定医療機関による診療報酬の不正請求等が発生 しているので、不正 又は

不当な診療報酬の請求を行つた医療機関に対 しては、厳正に対処する等医療扶 助の

一層の適正実施に努める必要がある。     
・

しか しながら、監査において、指定医療機関に対す る実地検査について、関係部

局 との連携体制が確保 されていなかつたこと等により、保険医療機関の指定取 消後

に、別途生活保護法に基づ く立入検査 を実施す る必要が生 じた事例が見受け られ、

この場合、関係部局により指定取消の根拠 となる書類が押収 されていることか ら、

その後に立入検査を実施 しても既 に必要な書類がなく、適切な措置の実施に支 障が

生 じた事例が見 られた ところである。

ついては、医療保険等各制度 との連携 を図 り、不正請求等の疑いに関する情 報交

換や状況に応 じた合同による指導及び検査の実施等、国民健康保険担当等の都 道府

県・指定都市・ 中核市の各関係部門、並びに各地方厚生局 (北海道、東北、関東信

越、東海北陸、近畿、中国四国、九州)な ど関係機関間における指定医療機 関に係

る指導 0検査の連携体制を具体的に構築すること。

また、中核市において、指定医療機関に対す る指導が適切に実施 されていない事

例が散見 されることか ら、各中核市においては、医療扶助運営要領に基づき適正な

実施に努めること。

平成 23年度 より導入 される電子 レセプ トにより、管内の指定医療機関か らの請

求状況を集計・分析 し生活保護受給者に関する請求件数の害J合が極めて多い等、他

に比べて突出 しているケースについて、嘱託医等の協力を得ながら重点的に レセプ

トの個別内容審査を行い、請求内容 に疑義がある指定医療機関に対 して個別指導を

実施 されたい。
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別 紙

都道府県 口指定都市 口中核市が行 う指定医療機関

に対する個別指導の主眼事項及び着眼点

主 眼 事 項 点眼着

医療扶助受給者に対す

る適切な処遇の確保

1 医療扶助に対する理解の状況

(1)生活保護制度の趣旨及び医療扶助に関する事務

取扱いが十分理解されているか。

(2)診療報酬の請求は適切に行われているか。

(3)障害者 自立支援法等他法の取扱いについて配慮

されているか。

特に、障害者 自立支援法第 58条適用について

理解 されているか。また、長期入院患者等に対す

る精神障害者保健福祉手帳の取得等について配慮

されているか。

2 医療扶助受給者に対する適切な処遇確保の状況

(1)福祉事務所 との協力は、円滑に行われている

か。

(2)医師、看護師等医療従事者は、確保されている

か 。

(3)診療録の記載及び保存は、適切に行われている

か。

(4)診療内容か らみて、医療要否意見書は適切に

記載 されているか。

(5)長期入院、長期外来患者に対する療養指導は、

適切に行われているか。

(6)入院患者 日用品費等の取扱いは、適切に行われ

ているか。

特に、精神科病院に対 しては、本来病院におい

て用意 し負担すべき内容の経費について入院患者

日用品費か ら支出するようなことは していない

か。

また、原則として個人ごとに口座を設けて管理

し、その収支状況についても個人ごとに整理把握

されているか。
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3 平成 23年度における指定介護機関に対する指導及び検査について

指定介護機関に対す る個別指導承び検査に当たつては、管内実施機関に対す る指

導監査等 を通 じて把握 した介護扶助運営上の問題点、指定介護機関ごとの介護 給付

等の傾 向等 を踏まえ、「都道府県・指定都市・ 中核市が行 う指定介護機関に対 する

個別指導の主眼事項及び着 l艮点」に基づき実施すること。

近年、指定介護機関による介護報酬の不正請求等が発生 してお り、不正又は不当

な介護報酬の請求を行つた介護機関に対 しては、厳正に対処す る等介護扶助の一層

の適正実施に努める必要がある。

しか しなが ら、監査において、指定介護機関に対す る実地検査について、関係部

局 との連携体制が確保 されていなかつたこと等により、指定介護保険事業者の指定

取消後に、別途生活保護法に基づ く立入検査を実施す る必要が生 じた事例が見受け

られ、この場合、関係部局により指定取消の根拠 となる書類が押収 されていること

か ら、その後に立入検査 を実施 しても既に必要な書類がなく、適切.な措置の実施に

支障が生 じた事例が見 られた ところである。

ついては、介護保険担当部局 と連携 を図 り、生活保護制度についての周知や不正

請求等の疑いに関する情報交換や状況に応 じた合同による指導及び検査の実施等、

指定介護機関に係 る指導・検査の連携体制を具体的に構築すること。

また、指定介護機関に対する指導が適切 に実施 されていない 自治体が散見 される

ことか ら、介護扶助運営要領に基づき適正な実施に努めること。
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別 紙

都道府県 口指定都市・中核市が行 う才旨定介護機関

に対する個別指導の主眼事項及び着眼点

主 眼 事 項 占
小眼着

介護扶助受給者に対す

る適切な処遇の確保

1 介護扶助に対する理解の状況

(1)生活保護制度の趣 旨及び介護扶助に関する事務

取扱いは十分理解 されているか。

(2)報酬請求は適切に行われているか。

また、報酬請求に係る帳簿及び書類の記載及び

保管は、適切に行われているか。

(3)障害者 自立支援法などの他法の取扱いについて

配慮されているか。

特に、 40歳以上 65歳未満の介護保険法施行

令 (平成 10年政令第 412号 )第 2条各号の特

定疾病によ り要介護又は要支援の状態である医療

保険に未加入である者 (以下「被保険者以外の者」

という。)について、障害者 自立支援法などの他

法が介護扶助に優先 して活用されているか。

2 介護扶助受給者に対する適切な処遇確保の状況

(1)福祉事務所との協力は、円滑に行われているか。

(2)ホームヘルパー等介護従事者は、確保されてい

るか。

(3)要介護者に関する介護記録及び報酬請求に係る

帳簿及び書類の記載及び保管は、適切に行われて

い′6か 。

(4)特別な居室、療養室等の提供が行われていない

か 。

(5)特定施設入居者生活介護、認知症痴呆対応型共

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介

護、介護予防特定施設入居者介護及び介護予防認

知症対応型共同生活介護を行う事業者について

は、入居にかかる利用料が住宅扶助により入居で

きる額であるか。
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主 眼 事 項 着 日長 占
小

(6)居宅介護支援計画 (ケ アプラン)に おいて、生

活保護法による指定を受けていない居宅介護サー

ビス事業者を用いていないか。

(7)介護施設入所者基本生活費の取扱いは、適切に

行われているか。

特に、本来施設において負担すべき内容 (おむ

つ代及びおむつ洗濯代等)の経費について介護施

設入所者基本生活費から支出するようなことはじ

ていないか。

また、原則として個人ごとに口座を設けて管理

し、その収支状況についても個人ごとに整理 し把

握されているか。
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4 平成 23年度における保護施設に対する指導監査について

保護施設の健全で安定 した運営 と入所者個々の特性に合った適切 な入所者処遇が確

保 されるためには、施設に対する都道府県、指定都市及び中核市の指導監査の果たす

役割が極めて重要である。

ついては、平成 23年度における指導監査の実施に当たつては、特に以下の点に留

意の上、別添 「生活保護法保護施設指導監査要綱」に基づき実施 されたい。

(1)入所者の自立支援に重点をおいた指導監査の実施

保護施設入所者に対する適切な処遇が行われるため、施設の最低基準が確保 され

ていることはもとより、

ア 入所者の意向を尊重 した上で適切な処遇計画が策定 されているかどうか

イ 居宅生活への移行や他法の専門的施設での受け入れについて検討 されているか

どうか

ウ 実施機関や家族 との連携が図 られているか どうか

工 処遇計画について適宜必要な見直 しが行われているか どうか

に重点をおいた指導監査を実施することにより、入所者の自立支援に向けた取組

が一層推進 されるよう指導すること。

(2)施設運営の適正実施の確保

入所者処遇を図るための必要な職員の確保のほか、適正な会計事務処理及び内部

牽制体制の確立、衛生管理や感染症対策の徹底、防災対策の充実強化等について指

導すること。

なお、入所者か らの預 り金 を管理 している施設については、不工事案防止の観点

か らその適切な管理についても指導すること。

また職員の処遇については、有用な人材の確保及びその定着化を図るため、適切

な給与水準の確保、労働時間の短縮等労働条件の改善、研修等職員の資質向上、福

利厚生等の士気高揚策の充実等について指導すること。
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【別添】

生活保護法保護施設指導監査要綱

1 指導監査の目的

保護施設に対する指導監査は、生活保護法第 44条第 1項の規定に基づき、関係

法令、通知による事業運営、施設運営についての指導事項について監査を行うとと

もに、運営全般について助言、一般監査指導を行 うことによつて、適正な事業運営

及び施設運営を図るものであること。

2 指導監査方法等

(1)指導監査は、 「一般監査」 と「特別監査」 とし、別紙 「保護施設指導監査事

項」に基づき、関係書類を閲覧 し関係者からの聴取により行い、効果的な指導監

査の実施に努めること。

ア ー般監査

一般監査は、原則 として全ての保護施設に対 し、年 1回実地監査を行 うな

ど、計画的に実施すること。ただ し、前年度における実地監査の結果、適正な

施設運営が概ね確保 されていると認められる施設については、実地監査を 2年

に 1回 として差 し支えないこと。

イ 特別監査

特別監査は、次のいずれかに該当する場合に行 うものとし、改善が図ら)れ る

まで重点的かつ継続的に特別監査を実施すること。

(ア )事業運営及び施設運営に不正又は著 しい不当があつたことを疑 うに足 りる

理由があるとき

(イ )最低基準に違反があると疑 うに足 りる理由があるとき

(ウ )指導監査における問題点の是正改善がみ られないとき

(工)正当な理由がなく、一般監査を拒否 したとき

(2)指導監査計画等

ア ー般監査

保護施設に対する一般監査の実施に当たつては、監査方針、実施時期及び具

体的方法等について実施計画を策定するなど、計画的に実施すること。

なお、実施計画を策定するなど、指導監査の実施につき検討する場合には、

前年度の指導監査の結果等を勘案 して当該年度の重点事項を定め、その効果的

実施について十分留意すること。

―-63-



イ 特別監査

特別監査は、不正又は著 しい不当、最低基準違反等の問題を有する保護施設

を対象 として随時実施すること。

(3)指導監査の連携

施設 と法人の運営は相互に密接な関係 を有するものであることから、施設監査

は法人監査における指摘事項を把握 した上で実施することが望ましいこと。

(4)指導監査の実施通知

都道府県、指定都市及び中核市は、指導監査の対象 となる保護施設を決定 した

ときは、あらか じめ次に掲げる事項を文書により、当該保護施設に通知するもの

とする。

ア 指導監査の根拠規定

イ 指導監査の 日時及び場所

ウ 監査担当者

工 準備すべき書類等

3 指導監査後の措置

(1)指導監査結果の通知等

指導監査の終了後は、施設長等関係職員の出席を求め、指導監査の結果及び改

善を要すると認められた事項について講評及び指示を行 うものとし、後 日文書に

よって指導の通知を行 うものとする。

(2)改善報告書の提出

文書で指示 した事項については、期限を附 して具体的改善措置状況を示す資料

の提出を求めること。

また、必要に応 じ監査担当者を派遣 してその改善状況を確認すること。

(3)改善命令等

上記 (1)の指導監査結果通知の事項について、改善措置が講 じられない場合

は、個々の内容に応 じ、生活保護法第 45条の規定に基づき改善命令等所要の措

置を講ずること。

4 指導監査結果の報告等

都道府県、指定都市及び中核市が実施 した各年度の監査結果については、別に定

める様式によりこれを提出すること。
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(別 紙 )

保護施設指導監査事項

主 眼 事 項 点日長着

第1.適 切 な入 所 者

処遇の確保

1.入 所 者 処 遇 の

充実

施設の処遇について、個人の尊厳の保持を旨とし、入所者の

意向、希望等を尊重するよう配慮がなされているか。

施設の管理の都合により、入所者の生活を不当に制限してい

ないフうヽ。

(1)処遇計画は、適切に策定されているか。

ア 処遇計画は、日常生活動作能力、心理状態、家族関係及

び所内生活態度等についての定期的調査結果及び入所者本

人等の希望に基づいて策定されているか。

また、処遇計画は、入所後、適切な時期に、ケース会議

の検討結果等を踏まえた上で策定され、必要に応 じて見直

しが行われているか。

イ 処遇計画は医師、理学療法士等の専門的なア ドバイスを

得て策定され、かつその実践に努めているか。

ウ 入所者の処遇記録等は整備 されているか。

工 身体拘束や権利侵害等が行われていないか。

(2)機能訓練は、必要な者に対 して適切に行われているか。

(3)適切な給食を提供するよう努めているか。

ア 必要な栄養所要量が確保 されているか。

イ 嗜好調査、残食 (菜)調査、検食等が適切になされてお

り、その結果等を献立に反映するなど、工夫がなされてい

るか。

ウ 検食は、適切な時間に行われているか。 (原則 として食

事前 となつているか。 )

また、各職種職員の交替により実施 されているか。

工 入所者の身体状態に合わせた調理内容になつているか。

オ 食事の時間は、家庭生活に近い時間となつているか。

(特に夕食時間は早くても17時以降となつているか。 )

力 保存食は、一定期間 (2週間)適切な方法 (冷凍保存 )

で保管 されているか。

また、原材料についてもすべて保存されているか。

キ 食器類の衛生管理に努めているか。
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主 眼 事 項 着 眼 点

ク 給食関係者の検便は適切に実施 されているか。

(4)適切な入浴等の確保がなされているか。

入所者の入浴又は清拭 (し き)は、 1週間に少なくとも 2

回以上行われているか。特に、入浴 日が行事 日・祝 日等に当

たった場合、代替 日を設けるなど週 2回の入浴等が確保 され

ているか。

(5)入所者の状態に応 じた排泄及びおむつ交換が適切に行われ

ているか。

排泄の自立についてその努力がなされているか。 トイ レ等

は入所者の特性に応 じた工夫がなされているか。

また、換気、保温及び入所者のプライバシーの確保に配慮

がなされているか。

(6)衛生的な被服及び寝具が確保 されるよう努めているか。

起床後着替えもせず寝巻きのままとなっていないか。

(7)医学的管理は、適切に行われているか。

ア 定期の健康診断、衛生管理及び感染症等に対する対策は

適切に行われているか。

感染症等の予防対策は、適切に行われているか。

特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対

策、 レジオネラ症対策等にういては、その発生及びまん延

を防止するための措置について、別途通知等に基づき、適

切な措置を講 じているか。

イ 施設の種別、入所定員の規模別に応 じて、必要な医師、

嘱託医がおかれているか。 (必要な 日数、時間が確保 され

ているか。)ま た、個々の入所者の身体状態・症状等に応

じて、医師、嘱託医による必要な医学的管理が行われ、看

護師等への指示が適切に行われているか。

ウ 急病等の場合の緊急連絡体制が整備 されているか。

また、医療機関との長期的な協力体制が確立されている

か 。

(8)レクリエーションの実施等が適切になされているか。

一-66-―



主 眼 事 項 点日艮着

2.入所者の生活環

境等の確保

3.自 立、自活等ヘ

の支援援助

(9)家族 との連携に積極的に努めているか。

また、入所者や家族からの相談に応 じる体制がとられて い

るか。相談に対 して適切な助言、援助が行われているか。

居宅生活への移行が期待できる者や通所事業の実施に当た

っては、実施機関及び家族 との連携を図るなど適切に対応 さ

れているか。

(10)苦情を受け付けるための窓口を設置するなど苦情解決 に

適切に対応 しているか。

(11)実施機関との連携が図られているか。

入所者の入退所及び処遇計画策定の際に、必要に応じ実

施機関との連携を図つているか。

施設設備等生活環境は、適切に確保 されているか。

ア 入所者が安全・快適に生活できる広 さ、構造、設備 とな

っているか。

また、障害に応 じた配慮がなされているか。

イ 居室等が設備及び運営基準にあつた構造になつてい る

か 。

ウ 居室等の清掃、衛生管理、保温、換気、採光及び照明は

適切になされているか。

工 各居室、便所等必要な場所にカーテン等が設置され、入

所者のプライバシーが守 られるよう配慮 されているか。

オ 居室、便所等必要な場所にナースコールが設置され、円

滑に作動するか。

入所者個々の状況等を考慮 し、施設種別ごとの特性に応 じた

自立、自活等への援助が行われているか。

(1)救護 0更生施設関係

ア 機能を回復 し又は機能の減退を防止するための訓練や作

業は、入所者の状況に即 した自立支援のための計画が作成

され適切に実施 されているか。

イ 施設からの退所が可能な者について、保護の実施機関 と

調整の上、他法他施策の活用が検討 されているか。

ウ 入所者の個別の状況の変化等について、保護の実施機関

に随時連絡が行われているか。
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主 眼 事 項 点眼着

第2.社会福祉施設運

営の適正実施の確

保

1.施設の運営管理

体制の確立

(2)授産施設関係

ア 利用者 ごとの自立支援のための計画 と実施方法を組織的

に検討 し、適切に実施 されているか。

イ 作業環境、安全管理は適切に行われているか。

ウ 作業の内容、作業時間は入所者の身体的状況等を勘案 し

た適正なものとなっているか。また、作業能力評価が適切

に行われ、必要に応 じ授産科 目の見直 し等が行われいる

ノ)ヽ。

工 利用者の作業記録が適切に記録 されているか。

オ 授産事業に係る収入・支出は、授産事業会計により適正

に処理 されているか。

力 工賃の支払いは適正に行われているか。

健全な環境のもとで、社会福祉事業に関する熱意及び能力を

有する職員による適切な運営を行 うよう努めているか。

(1)入所定員及び居室の定員を遵守 しているか。

(2)必要な諸規程は、整備 されているか。

管理規程、経理規程等必要な規程が整備 され、当該規程に

基づいた適切な運用がなされているか。

(3)施設運営に必要な帳簿は整備 されているか。

(4)直接処遇職員等は、配置基準に基づ く必要な職員が確保 さ

れているか。

ア 通所事業等を実施する施設にあつては、指導員等の加配

が行われているか。

イ 各種カロ算に見合 う職員が配置 されているか。

(5)施設の職員は、専 ら当該施設の職務に従事 しているか。

(6)施設長に適任者が配置 されているか。

ア 施設長の資格要件は満たされているか。

イ 施設長は専任者が確保されているか。

施設長がやむなく他の役職を兼務している場合は、施設

の運営管理に支障が生じないような体制がとられている

プ)ヽ。
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主 眼 事 項 点眼着

2.必要な職員の確

保 と職員処遇の充

実

(7)生活指導員の資格要件は満たされているか。

(8)育児体業、産体等代替職員は確保 されているか。

(9)施設設備は、適正に整備 されているか。

また、建物、設備の維持管理は適切に行われているか。

(10)運営費は適正に運用 され、また弾力運用も別途通知に基

づき適正に行われているか。

(11)施設設備を地域に開放 し、地域 との連携が深められてい

るか。

(12)そ の他の施設運営に関する事項

ア 施設運営に関する自主的内部点検が行われているか。

イ 市町村、保健所、医療機関、社会福祉協議会等 との連携

は、適切に行われているか。

(1)適切な給与水準の確保

ア 給与水準は、施設所在地の地方公共団体等の給与水準を

勘案する等妥当なものとなつているか。

イ 施設長等施設の幹部職員の給与が、当該施設の給与水準

に比較 して極めて高額 となっていないか。

ウ 給与規程に初任給格付基準表、前歴換算表、標準職務表

が整備 され、給与格付、昇格、昇給、各種諸手当の支給は

適正に行われているか。

また、非常勤職員等に対する雇用契約、賃金の支払い等

が適正に行われているか。

(2)労働時間の短縮等労働条件の改善に努めているか。

ア 労働基準法等関係法規は、遵守されているか。

イ 週 40時間の労働時間が守 られているか。

ウ 各種体暇等の取扱いは、適切に行われているか。

工 夜勤、宿 日直の取扱いは、適切に行われているか。

オ 介護員等の夜間勤務を行 う者について、長時間勤務の解

消について努力 しているか。

力 職員への健康管理は、適正に実施 されているか。
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主 眼 事 項 点眼着

3.防災対策の充実

強化

なお、前年度又は当該年度において、労働基準法等関係法令

に基づ く立入検査が行われている場合は、当該事項の監査を省

略 して差 し支えない。

(3)業務体制の確立と業務省力化の推進のための努力がなされ

ているか。

ア 職員の所掌業務が明確にされ、それが有機的に機能 して

いに5か。

イ 専門職員、非常勤職員等各種の職員の組み合わせによる

など効率的な業務体制を確立するよう努めているか。

ウ 介護機器、業務省力化機器の導入及び業務の外部委託の

推進等による業務の省力化に努めているか。

(4)職員研修等資質向上対策について、その推進に努めている

ズ)ヽ。

ア 施設内研修及び外部研修への参力日が計画的に行われてい

るか。

イ 介護福祉士等の資格取得について配慮 しているか。

(5)職員の確保及び定着化について積極的に取 り組んでいる

ノ)ヽ。

ア 職員の計画的な採用に努めているか。

また、養成施設に対する働きかけは積極的に行われてい

るか。

イ 労働条件の改善等に配慮 し、定着促進及び離職防止に努

めているか。

ウ 職員に対するレクリエーシヨンの実施など士気高揚策の

充実に努めているか。

防災対策について、その充実強化に努めているか。

ア 消防法令に基づ くスプリンクラー、屋内消火栓、非常通

報装置、防災カーテン、寝具等の設備が整備 され、また、

これ らの設備について専門業者により定期的に点検が行わ

れているか。

イ 非常時の際の連絡・避難体制及び地域の協力体制は、確

保 されているか。

ウ また、非常食等の必要な物資が確保 されているか。
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主 眼 事 項 着 眼 占
小

消火訓練及び避難訓練は、消防機関に消防計画を届出 の

上、それぞれの施設ごとに定められた回数以上適切に実 施

され、その うち 1回 は夜間副1練又は夜間を想定 した訓練 が

実施 されているか。

なお、前年度又は当該年度において、消防法関係法令に基 づ

く立入検査が行われている場合は、当該事項の監査を省略して

差 し支えない。
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